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Abstract 
       In this paper, I would like to analyze and study the Competitiveness of 
Japanese Auto parts supplier from strategic viewpoint based on my experience 
and perspective. Key elements of analysis are follows. 
1. Change of Business model based on the structure of Automotive industry 
2. “Trust-base relationship” between Customers and Suppliers 
3. “Hitozukuri”(Human Resource Development) of Japanese Auto Parts suppliers  
The purpose of this study is finding the answer to the question as follows. 
1.  What is the fundamental factors of the Competitiveness of Japanese Auto 
parts suppliers ?   
2.  What should (should not) they change ?    
 
１．はじめに 
 
日系自動車部品サプライヤーは、表１に示すような自動車産業・部品産業の大きな構造変化
の中で、次の時代に向けた生き残り・更なる成長を目指して、競争力の強化に取り組んでいる。 
 
  【表１】自動車部品産業の構造変化と部品サプライヤーの対応 
① 市場ニーズの変化（環境・安全・快適ニーズ，情報通信・ＩＴとの技術融合） 
② 自動車部品のハイテク化・電子化に対応した開発力・技術力の強化と特許戦略 
③ 技術の高度化に伴う研究開発コストの高額化と負担に耐えられる資金力の確保 
④ 自動車メーカーの海外生産拡大に対応したグローバル供給能力の強化 
⑤ ＢＲＩＣＳ，ＶＩＳＴＡ，その他の新興国自動車市場拡大に対応した事業展開 
⑥ 世界各国・地域の拠点においてマネジメントができるグローバル人材の育成 
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⑦ 機能・仕様・コストの見直しによる低価格車向け自動車部品の開発・生産 
⑧ グローバルな生産展開を進める中での「ものづくり力」の維持・向上 
⑨ 自動車メーカーのプラットフォーム統合，部品共通化・モジュール化への対応 
⑩ グローバル化，リスク拡大に対応したサプライチェーンの見直し・再編 
⑪ 電子化・ソフト化に伴う業界間の境界線消滅，異業種企業間コラボレーション 
⑫ 自動車・部品産業の高度化・構造変化に対応した新たなビジネスモデルの構築 
⑬ グローバルな競合の激化：「選択と集中」による経営資源活用，企業体質強化 
⑭ 次世代自動車技術（ＥＶ，ＦＣＶ，自動運転，ＰＶ等）に対応した開発力強化 
⑮ リスク（為替変動・資源価格・レアメタル・災害・テロ等）に対する備え 
 
本稿では、上記の産業構造の変化を踏まえて、日系自動車部品サプライヤーの競争力につい
て、「ビジネスモデル」「信頼性」「ひとづくり」という３つの視点から改めて考えてみたい。   
考察に当っての問題意識は、①日系自動車部品サプライヤーの競争力の源泉・強みは何か？  
②「変えるべきもの」は何で、「変えてはいけないもの」は何か？ の２点である。 
 
２．ビジネスモデル  
 
日系自動車部品サプライヤーは、伝統的に、自動車メーカーに直接納入するサプライヤーを
Tier１、Tier１に納入するサプライヤーを Tier２、以下 Tier３～Tier４と分類するのが一般的
で、現在、Tier１サプライヤーが８００社，Tier２が４０００社、Tier３が２００００社ある
と言われているが、自動車産業・部品産業の構造変化・技術の高度化・グローバル化の進展に
伴って、従来の垂直分業・ピラミッド構造は崩れつつあり、ピラミッド構造を前提とした自動
車部品サプライヤーの位置付け・分類には限界がある。また、自動車メーカーが進める部品の
共通化・モジュール化も、自動車部品サプライヤーの戦略ポジショニングに大きなインパクト
を与えている。本稿では、自動車部品サプライヤーの競争力について、従来の Tier１・Tier２・
Tier３という捉え方ではなく、ビジネスモデルによって「システムサプライヤー」「コンポーネ
ントサプライヤー」「専門サプライヤー」「組み立てサプライヤー」「パーツサプライヤー」に分
けて、ポジショニングの視点から考察する。（表２参照） 
ＥＭＳ（エンジンマネジメントシステム）を例にとると、ソフトウェアを含めてＥＭＳ全体
の開発・設計・生産を行うのが「システムサプライヤー」であり、ＥＭＳの主要コンポーネン
トであるＥＣＵ，センサー，アクチュエータ等の開発・設計・生産を行うのが「コンポーネン
トサプライヤー」、コンポーネントの基幹部品・主要材料の開発・設計・生産を行うのが「専門
サプライヤー」で、いわゆる「下請」で、開発力を持たず、自動車メーカーや上位サプライヤ
ーの図面に基づいて、部品の組み立てや生産を行うのが「組み立てサプライヤー」「パーツサプ
ライヤー」である。上記ケースＡのように、「システムサプライヤー」は自らコンポーネントも
手掛ける「コンポーネントサプライヤー」を兼ねることが多いが、ケースＢのように、「コンポ
ーネントサプライヤー」として、コンポーネントだけを担当することある。このケースでは、
「システムサプライヤー」は自動車メーカー自身である場合と、他のシステムサプライヤーで
ある場合とがある。 
 【表２】ビジネスモデルに基づく自動車部品サプライヤーの分類 
 A B C D E F 
システムサプライヤー ○      
コンポーネントサプライヤー ○ ○ ○    
専門サプライヤー   ○ ○   
組み立てサプライヤー     ○  
パーツサプライヤー     ○ ○ 
 
① 「システムサプライヤー」は、システム全体を担当するため、売上や利益の面では最も
魅力的なビジネスモデルであるが、システム全体を担当するが故に、幅広い技術力が求
められ、自動車部品のハイテク化に伴う開発コストの増大に耐えられる資金力と、技術
力を支える多数のエンジニアの雇用と評価設備能力を備える必要があり、企業規模の大
きいサプライヤーが有利となる。また、システム全体の評価・品質保証に責任を負うた
め、品質問題等のリスクも想定される。 
② 企業規模や技術力・資金力の制約で「システムサプライヤー」としてのポジショニング
が困難なサプライヤーは、むしろ、得意な分野・技術に特化して、「コンポーネントサプ
ライヤー」としてのビジネスモデルを追及する方が競争力が高まるのではないだろうか。
逆に、これまで「コンポーネントサプライヤー」であった企業が、「選択と集中」によっ
て強い分野に経営資源を集中することによって、「システムサプライヤー」としてのビジ
ネスモデルが可能となることも考えられる。また、自動車メーカーが進める部品のモジ
ュール化を契機として、有力な「コンポーネントサプライヤー」がモジュール化を主導
する形で、「システムサプライヤー」のポジションを獲得する可能性もある。規模が小さ
いが技術力が高い「コンポーネントサプライヤー」については、コンポーネントの中の
基幹部品・基盤技術に特化することによって更に競争力を高め、「専門サプライヤー」と
して事業拡大を図ることも可能である。いずれも、ビジネスモデルの転換である。 
③ 技術力の高い企業であれば、製品分野毎・顧客毎に「システムサプライヤー」「コンポー
ネントサプライヤー」「専門サプライヤー」の３つのポジショニングを使い分けることも
可能である。言ってみれば、ビジネスモデルの多様化である。 
④ 「組み立てサプライヤー」「パーツサプライヤー」はいわゆる「下請」であり、ものづく
り力は高いが、技術力よりもコストによって競争力が左右される傾向が強い。技術力で
勝負できないため、新興国の低コストサプライヤーとの価格競争に巻き込まれやすく、
円高のインパクトも受けやすい。「組み立てサプライヤー」「パーツサプライヤー」は、
規模の小さい企業が多く難しい面もあるが、ビジネスモデルとして考えられるのは、自
社技術力の強化や他企業とのコラボレーション等による「コンポーネントサプライヤー」
あるいは「専門サプライヤー」へのポジショニング転換と、国内生産から労務費の安い
新興国へ生産を移すなどの徹底した「低コストサプライヤー」ビジネスモデルである。 
いずれにしても、Tier１・Tier２・Tier３という固定的な位置づけや既存のビジネスモデル
にこだわらず、自社の強み・弱みを踏まえた戦略ポジショニングに基づいて、最適のビジネス
モデルを構築することが成長・生き残りのカギであり、成功のためのキーワードは「技術力」
「選択と集中」「フレキシビリティ」の３点である。 
 
３．信頼性 
 
 自動車はいわゆる「インテグラル（すりあわせ）型」アーキテクチャの製品であるが、「イン
テグラル型」アーキテクチャ製品の生産には、完成品メーカーと部品メーカー間の「相互信頼」
を前提とした情報開示・情報共有が必要不可欠である。「デザインイン」と呼ばれる「車両開発
段階からの部品メーカーの参画」などは正にこの「相互信頼」の典型であろう。 
日系自動車部品サプライヤーの最大の強みは「信頼性」である。「信頼性」のベースはもち
ろん「品質」であるが、本稿では、もう少し幅広く捉えて、「品質」も含めた「仕事の質の高さ」
によって、顧客の信頼を得る能力すなわち「信頼関係構築力」として考えていきたい。日系自
動車部品サプライヤーは、これまで、長い時間をかけて国内・海外の自動車メーカーとの信頼
関係を構築し、それをベースにグローバルにビジネスを拡大し成長してきたが、近年は、新興
国市場への急速な事業展開や新興国のコンペティターの台頭もあって、自らの強みである「信
頼関係構築力」に基づくビジネスの競争力について自信を失っているようなケースも見受けら
れるので、再認識する意味でも、ここで整理しておきたい。 
 
３－１．「信頼関係構築力」のベースとなる企業文化 
 顧客である自動車メーカーは、当然、表３に示すように、自動車部品サプライヤーに対して
様々な期待を持っており、その期待に応えることが「顧客の信頼を得る」第一歩であることは
言うまでもないが、顧客の期待に応えるということは、一時的な対応やいわゆる「付け焼刃」
的な「見かけの力」ではなくて、長期的・安定的に顧客の期待通りあるいは期待以上に発揮で
きる「地力」「真の実力」が問われることになり、「地力」「真の実力」のベースとなる「企業文
化」が問われることになる。 
 
【表３】顧客の自動車部品サプライヤーに対する期待 
信頼性 安心して任せられるか？（ブランド力，品質，リスクマネジメント） 
基盤技術力 技術の厚み，広がり，蓄積，総合力（日本本社＋海外技術拠点） 
提案力 技術レベル，タイミング，車とのマッチング，プレゼンテーション 
顧客対応力 誠実さ・責任感・機動力・スピード・コミュニケーション 
評価能力 専門性，評価能力，技術データの蓄積，評価試験設備の充実度， 
量産化技術 開発～量産のスピード，生産準備，生産技術力，生産設備保全 
品質の安定性 設計品質，品質保証，厳格な設計基準，ぶれない，ばらつかない 
ものづくり力 開発～生産～物流～品保の総合力、改善力，ものづくり人材の育成 
コスト低減力 ＶＡ・ＶＥ提案，エンジニアのコスト意識，機能×仕様×価格 
ロケーション 顧客との距離，アクセス，クイックレスポンス，非常時対応 
グローバル化 顧客のグローバル生産体制に対応したグローバル供給力の構築 
 
日系自動車部品サプライヤーの「信頼関係構築力」のベースとなっているのは、長期安定的か
つ「Win-Win」の関係を志向する信頼に基づくビジネス文化であり、「ものづくり文化」，「品質
にこだわる文化」，「技術・技能をリスペクトする文化」，「人を大切にする文化」，「顧客のこと
を常に第一に考える文化」，「先進性・独創性を尊ぶ文化」である。グローバルにこれらの企業
文化を共有し、社員一人ひとりがこれらの文化に基づいて思考し行動するようなマネジメント
が行われ、ＤＮＡとして世代を超えて伝承されるよう、無意識あるいは意図的に、様々な仕掛
けが常に行われていることが必要である。最近、日本企業が韓国企業との競争に負ける原因だ
として、上記のような日本の優れた企業文化を否定する論調も見受けられるが、短期的な業績
でなく、長い目で見た「真の競争力」とは何かという視点で考えることが必要である。 
 
３－２．顧客との「適度な緊張関係」 
顧客との信頼関係を構築する上で、顧客と親密になることは必要なことであるが、親密さも
度を越すとマイナス面が大きくなる。行き過ぎた親密さは「緊張の緩み」につながり、緊張が
緩むといわゆる「馴れ合い」になり、仕事の「質の低下」を招く。顧客に対するベストなスタ
ンスは、良い意味の「適度な緊張関係」を保つことである。 
いわゆる「系列」という言葉がよく使われた時代には、親会社は子会社を甘やかし子会社は
親会社に依存する「馴れ合い」と批判されることがあった。確かに一部にはそういうこともあ
ったと思われるが、大多数の日系自動車部品サプライヤーは、顧客である自動車メーカーとの
間で、良い意味の「適度な緊張関係」を保ってきた。「適度な緊張関係」を保ってきたからこそ、
「系列」に関係なく、世界の自動車メーカーとビジネスを拡大できたと言っても過言ではない。
また、自動車メーカーも、系列サプライヤーを甘やかすことなく、コンペティターと競争させ
てきた。厳しい競争の中で鍛えられたからこそ、日系部品サプライヤーは成長できたのである。 
「適度な緊張関係」とは、お互いの立場を尊重しながら、適度な距離を保ち、「 Win-Win 」
をベースとしたビジネス関係を作ることであり、「馴れ合い」でない「プロフェッショナル同士
の関係」である。技量の高いテニスプレイヤー同士のラリーが続くように、自社と顧客との間
で「プロフェッショナル同士」の高いレベルの対話や知識・情報のやりとりができるようにな
ること、時間はかかるが、これが「顧客との信頼関係を構築する正しい道」である。 
顧客が海外メーカーの場合、文化も習慣も法律も日本と異なり、いわゆる「接待」をしない
と信頼関係を築けないと言われている国もあるが、「接待」によって作られた関係は表面的・短
期的なものが多く、真の「信頼関係」とは言い難い。 
 
３－３．「知識・情報の共有化」：ゲストエンジニア 
自動車メーカーと部品サプライヤーの「信頼関係」の重要な要素の１つは、両者の間で効率
的かつ高いレベルで「知識・情報の共有化」を行うことであるが、その１つの形態が、自動車
メーカーと部品サプライヤーの間で行われている「ゲストエンジニア」（レジデントエンジニア
と呼ぶ企業もある）制度である。「ゲストエンジニア」制度とは、自動車メーカーの技術部門に
部品サプライヤーのエンジニアが常駐して、自動車メーカーのエンジニアと同じチームの一員
として仕事をするシステムであり、いわゆる「デザインイン」（自動車メーカーの製品開発プロ
セスに部品サプライヤーが初期開発段階から参画すること）や、「コンセプトイン」（デザイン
インよりも早い構想企画段階から参画する）を行っているメーカーで採用されるケースが多い。 
サプライヤーのエンジニアが常駐しているため、自動車メーカーのエンジニアにとっては、
サプライヤーとの情報のやりとりや専門技術のサポートを受けやすいというメリットがあり、
サプライヤーのエンジニアにとっては、常駐することで、「アンテナ」として自動車メーカーの
ニーズを迅速につかみ、緊密に連携できるというメリットがある。 
また、サプライヤーの中には、エース級のエンジニアを「ゲストエンジニア」として顧客の
技術部門に常駐させ、数年で本体に戻すという形で、「ゲストエンジニア」が一種のキャリアパ
スとしてエンジニアの人材育成に役立っている面もあり、効率良く「仕事の質」を高めること
ができるという意味で、自動車メーカーにも部品サプライヤーにも有効な制度と考えられる。 
ただし、「ゲストエンジニア制度」が成り立つには次の４つの条件が必要である。     
①部品サプライヤーの技術力が高く、自動車メーカーがその知識・情報を必要としている。  
②自動車メーカーと部品サプライヤー間に信頼関係がある。  
③部品サプライヤーの情報管理・機密保護が徹底されている。  
④駐在するサプライヤーのエンジニアの能力（技術知識＋コミュニケーション力）が高い。  
「ゲストエンジニア」は日本企業で生まれた制度であるが、「顧客とサプライヤー間の協力
関係」「顧客とサプライヤー間の知識・情報の共有化」のモデルとして、海外の産業界でも評価
されており、海外企業でも「ゲストエンジニア」制度を導入するケースが見受けられる。日本
と海外ではビジネス慣習も文化も法律も異なるため、日本企業で行われている「ゲストエンジ
ニア」制度をそのまま適用することは難しい面もあるが、国・企業の実情に合った最適の仕組
みを考案することにより、「ゲストエンジニア」制度が、日系自動車部品サプライヤーが海外自
動車メーカーとの信頼関係構築・ビジネス拡大を図る上で、１つの武器になると考えられる。 
 
３－４．戦略的な技術情報の発信 
自動車技術のハイテク化，開発コストの高額化に伴って、顧客である自動車メーカーは、自
動車部品の開発・設計を部品サプライヤーに依存する割合が高くなり、部品サプライヤーから
の技術情報の発信を期待している。「情報」とは「 Give & Take 」の原則に忠実な生き物であ
り、情報が One Way で流れることはない。部品サプライヤーは、自動車メーカーに対して情報
を的確に発信することによって、自動車メーカーから情報を得ることができる。つまり、顧客
との「情報のキャッチボール」である。市場の変化や顧客の動向を踏まえて、こちらの持って
いる情報をタイムリーに顧客に発信することができるかどうかが重要である。 
自動車メーカーは部品サプライヤーが発信したシーズ情報に反応する。シーズ情報の質が高
ければ、自動車メーカーから出てくるニーズ情報の質も高くなる。言ってみれば、ニーズとシ
ーズの双方向コミュニケーションである。シーズとは、新技術・既存技術の新応用・新素材・
新製造方法などであり、ビジネス上の駆け引きや知的所有権の問題もあるため、「見せ方」「出
し方」には工夫が必要であるが、顧客のニーズ情報を引き出す上では「戦略的なシーズ情報の
発信」は不可欠と考えられる。 
日本企業の中には、「技術で勝ってビジネスで負ける」すなわち優れた技術を持ちながらそ
の技術力がビジネスに活かされていないケースが見受けられるが、その原因の１つが、情報発
信力の弱さ、具体的にはタイミングとプレゼンテーション力である。日本国内ではそれほど大
きな問題にはならないかもしれないが、海外ではこの「情報発信力」の弱さが日本企業の競争
力に致命的なインパクトを与えることもある。グローバル化が進展する中、この部分の早急な
強化を図ることが必要である。 
 
４．「ひとづくり」 
 
自動車メーカーと部品サプライヤーの間の「組織間の信頼関係」は、社員同士（＝ひと）の
「個人間の信頼関係」の集積である。つまり、「ひと」がすべてを支えており、本稿のテーマで
ある「日系自動車部品サプライヤーの競争力」も、それを担う「ひと」を育てることができる
か、すなわち「ひとづくり」ができるかどうかで決まると言っても過言ではない。「ひとづくり」
とは、「日常の業務を通じて、組織・人材に企業文化を浸透させることによって、仕事の質を高
めていくプロセス」であり、競争力の高い企業では、例外なく、「人を大切にする」「人を育て
る」企業文化をベースとして、高いレベルで、戦略的・長期的に、かつ徹底的に「ひとづくり」
が行われている。言い換えると、会社の文化の中に「ひとづくり」のＤＮＡが世代を超えて受
け継がれている企業が真の「強い企業」である。 
 
４－１．促成栽培でなく、長い目で見る「子育て型」ひとづくり 
近年、研修施設や研修プログラムが充実させる企業が増えていることは朗報であるが、本当
の「ひとづくり」は職場の中で上司や先輩による「手作り」で行われるものであって、研修施
設やプログラムはそのための道具に過ぎない。日本企業の「ひとづくり」の基本は「ＯＪＴ」
（On the Job Training）と言われるが、日本で言う「ＯＪＴ」と海外で一般に理解されている
「ＯＪＴ」とはニュアンスが異なる。海外で言う「ＯＪＴ」は「教える」という意味が強く、
上司が部下に仕事のやり方や知識を教えることだと理解されているが、日本企業の「ＯＪＴ」
は「ＯＪＤ」（On the Job Development）と「ＯＪＬ」（On the Job Learning）を足したもので、
「上司が部下を育てる・鍛える」ことと「部下が自ら学ぶ」ことがセットで行われる。「部下に
知識を与える」のでなく、「部下に自分で考えさせる」「部下が自分で気付く」ことが重要で、
「How」よりも「Why」を重視する。まず理解させ、「理解→納得→共感→行動→伝承→DNA 化」
というプロセスで深化していくため、時間はかかるが、付け焼刃でない本当の実力を身に付け
させることができる。促成栽培でなく、長い目で見る「子育て型」の「ひとづくり」である。 
部品サプライヤーの競争力を高める上では、顧客である自動車メーカーとの間でやり取りし
た知識・情報について、「質や重要性を見分ける感度」，「キーポイントを見つける眼力」，「社内
で広く展開する発信力」，「知識・情報を事業に結び付けるビジネスセンス」等が必要であるが、
いずれも「ＯＪＴ」で教えられて身に付くものではなく、「ＯＪＤ」で鍛えられながら「ＯＪＬ」
によって自ら学んでいく中で習得する以外に道はない。日本企業の強みであるこの「ＯＪＤ」
＋「ＯＪＬ」のひとづくりは、企業文化の異なる海外拠点においても有効であると考えられる。 
４－２．組織の「学習能力」を高める 
企業の競争力を左右するもう１つの重要なファクターは、その企業が持つ「学習能力」の高
さである。「学習能力」とは、個々のビジネスのケースや様々な機会を通じて、「自ら学び、学
んだ知識・情報を、個人だけでなく組織として蓄積し、自らの組織の成長につなげていくプロ
セス」であり、「学習」を続けていく「企業文化」である。優良企業と言われる企業には、この
「学習能力」の高い社員が多い。彼らは、ごく自然に、「上司から学ぶ」「市場から学ぶ」「顧客
から学ぶ」「失敗から学ぶ」「ベストプラクティスから学ぶ」ことで、組織能力を高めている。 
「学習能力」の高い企業には、学習によって蓄積された「技術の厚み」があり、顧客から受
け取った知識・情報を「技術の奥行きと広がり」のある眼で見ることができるため、同じもの
を受け取った他企業に比べると、知識・情報に対する感度が高く、社員個人に入った知識・情
報でも組織内でタイムリーに共有され、それを生かしてビジネスチャンスに結びつける可能性
が高くなる。社員の「学習能力」の高さは日本企業の強みであり、海外拠点においても、社員
の「学習能力」を高めることが技術力・競争力を高めることになる。 
最近、日本企業の「ひとづくり」については、日本国内の日本人にだけ通用する特殊なもの
で、海外展開が急速に進展する中でグローバル化に対応できないのではないかという否定的な
論調もある。確かに日本企業の「ひとづくり」には時間と手間がかかり、ハイコンテクストな
日本の社会・文化を前提としているため、海外（特にローコンテクストな国）においては、適
用が難しい面もある。しかし、異文化環境を意識した適切なコミュニケーションとマネジメン
トを行うことができれば、異文化であるが故の困難を克服し、日本企業の強みである「ひとづ
くり」によってグローバルレベルで「学習能力」の高い人材・組織を育てることは可能である。
むしろ、文化の壁を超えて、グローバルな「ひとづくり」を愚直に継続的に推進することが、
日系自動車部品サプライヤーの「真の競争力」を高める道ではないだろうか。 
